名称等調書

	企　業　名
	　

	郵便番号
所在地
電話番号

	

	委任支店等
	支店又は

営業所名
	


	
	郵便番号

所 在 地

電話番号
	


	入 札 参 加

希 望 業 種
	建築一式工事



	入札参加希望業種に対応する許可
	許可番号


	

	
	許　可

年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日



	
	一　　般

・

特　　定


	

	経営事項評価数値　（点）
　　　　　　　
	 　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　点

	都城市評価数値　　（点）
　　　　　　　
	 　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　点


（注）１　委任支店等は、本社から委任を受けた支店・営業所がある場合に記入する。

２　許可は、一般建設業・特定建設業の別を記入する。

３　建設業許可通知書の写し、または許可証明書の写しを添付すること。

４　許可更新中の者は、更新手続の許可申請書の写し（建設業許可申請を取り扱う官公庁の受付印のあるものに限る）を添付すること。

５　経営事項評価数値・都城市評価数値については、令和7年度建設業者等級格付に記載された数値を記載すること。
施工実績調書
　元請けとして施工した完成工事実績を記入すること

	工事名

（工事場所）
	発注者名
	施工形態
	請負金額
	工　期
	工事概要

	（　　　　　　　　　）

	
	単体・ＪＶ

代表者

構成員

出資比率

（　　）％
	　　　（千円）

ＪＶ自社分
（　　　千円）
	　年　月

から

　年　月

　　まで
	建物の用途、構造

階数

　　　　　　　階

延べ面積

　　　　　　　㎡

	（　　　　　　　　）

	
	単体・ＪＶ

代表者

構成員

出資比率

（　　）％
	　　　（千円）

ＪＶ自社分
（　　　千円）
	　年　月

から

　年　月

　　まで
	建物の用途、構造

階数

　　　　　　　階

延べ面積

　　　　　　　㎡


（注）１．「工事場所」は、県内の場合は市町村名、県外の場合は都道府県名及び市町村名を記入する。

２．「施工形態」は、単体・ＪＶ施工の別、ＪＶ施工の場合は代表者・構成員の別について該当する

事項を○で囲む。また、当該ＪＶへの出資割合を記入する。

３．「請負金額」は、消費税込みの金額を記入し、ＪＶの場合は全体金額に自社の出資割合を乗じた

金額を（　）内に記入する。

４．「工事概要」は、建物の用途、構造、階数及び延べ面積を記入する。

５．公告に定めた資格要件が確認できる発注者の施工証明書（原本）又は工事内容が確認できる契約書の写し及び設計書等の写しを添付すること。（ＪＶによる実績の場合は協定書の写しも添付すること。）

　専任配置予定の技術者等調書
	企　業　名
	

	　　氏　　名　　等
	氏　　　名
	

	
	生 年 月 日
	年　　月　　日

	
	住　　　所


	

	
	監理技術者資格証

交付番号
交付年月日

有効期限
	監理技術者資格者証（建築）

第　　　　　　　　　　　号

　　　　年　　月　　日交付

　　　　年　　月　　日まで

	施工経験
	工 事 名
	

	
	工事場所
	

	
	発注者名
	

	
	請負金額（税込）

JVの場合は自社分
	　　　　　　　　　千円

（　　　　　　　　　千円）

	
	工　　期
	　　　　　年　　月から

　　　　　年　　月まで

	
	施工形態

（○で囲む）

出資比率
	単体　・　ＪＶ

代表者　・　構成員

（　　　　）％

	
	従事役職

（○で囲む）
	現場代理人

主任（監理）技術者

	
	工　事　概　要

構　　造

階　　数

延べ面積

建物用途
	

	専任配置予定
技術者の確認

	　　上記の通り相違ありません。

　　　　　年　　　月　　　日

　　技術者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印




（注）１．「工事場所」は、県内の場合は市町村名、県外の場合は都道府県名及び市町村名を記入すること。

２．「施工経験」に記載した工事については、発注者の施工証明又は契約書・工程表及び設計図書等　　　　　　の写し（ＪＶによる実績の場合は協定書の写し）を添付すること。
３．監理技術者資格証（建築）の写しを添付すること。

４．工事経歴書を添付すること。

